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1. 2022年3月期第3四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年12月31日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 89,711 △5.8 7,028 △12.8 9,218 8.9 6,202 11.8

2021年3月期第3四半期 95,251 17.4 8,064 57.1 8,464 57.5 5,546 62.4

（注）包括利益 2022年3月期第3四半期　　6,440百万円 （△0.9％） 2021年3月期第3四半期　　6,501百万円 （76.3％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第3四半期 326.45 ―

2021年3月期第3四半期 292.00 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第3四半期 129,595 77,973 59.2

2021年3月期 128,757 73,113 55.9

（参考）自己資本 2022年3月期第3四半期 76,745百万円 2021年3月期 71,936百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― ― ― 80.00 80.00

2022年3月期 ― ― ―

2022年3月期（予想） 100.00 100.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 127,000 △0.6 8,800 18.9 10,700 28.5 7,100 26.5 373.71

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期3Q 20,341,980 株 2021年3月期 20,341,980 株

② 期末自己株式数 2022年3月期3Q 1,343,554 株 2021年3月期 1,343,371 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期3Q 18,998,580 株 2021年3月期3Q 18,994,418 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際

の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緊急事態宣言が解除され景気の持ち直しの動きがみられたも

のの、新たな変異株の発生など、新型コロナウイルス感染症の収束時期は未だ見通せず、予断を許さない状況が続

いております。

当社グループの主力事業である電力業界におきましてはＳ+３Ｅの視点から、再生可能エネルギーの導入拡大、

安全性の確保を大前提とした安定供給・経済効率性の促進、火力発電等のイノベーションの追求等に取り組み、二

酸化炭素排出量の削減にＰＤＣＡサイクルを構築しながら、実効性のある対策を推進しております。

このような事業環境のもと、当社グループは「持続的発展のための企業基盤向上」と「事業環境変化に対応でき

る収益基盤の確保」を骨子とした「中期経営計画（2020年度～2022年度）」の計画達成に引き続き取り組んでおり

ます。また、従来の事業に加え、新たに設計および材料調達の領域を視野に入れた取り組みを進めており、2021年

８月にはエンジニアリング専門の子会社「太平エンジニアリングサービス株式会社」を設立し、更なる事業の拡大

に向けて受注体制の構築を図っております。

その結果、当第３四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高77,118百万円（前年同期比9.9％減）、売

上高89,711百万円（前年同期比5.8％減）、うち海外工事は3,577百万円（前年同期比26.3％減）となりました。

利益面につきましては、営業利益7,028百万円（前年同期比12.8％減）、経常利益9,218百万円（前年同期比8.9

％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益6,202百万円（前年同期比11.8％増）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首から適用しております。詳細については「２．四半期連結財務諸表及び主な注記」(３)「四半期連結財務諸表

に関する注記事項」の（会計方針の変更）に記載しております。

セグメント別の経営成績を示すと、次のとおりであります。

(建設工事部門)

受注高は、事業用火力発電設備工事および製鉄関連設備工事が減少したことにより、部門全体として減少し、

29,526百万円（前年同期比21.0％減、構成比38.3％）となりました。

売上高は、自家用火力発電設備工事および製鉄関連設備工事が増加したものの、事業用火力発電設備工事が減少

したことにより、部門全体として減少し、37,381百万円（前年同期比17.5％減、構成比41.7％）となり、セグメン

ト利益は1,683百万円（前年同期比45.7％減）となりました。

(補修工事部門)

受注高は、事業用火力発電設備工事が増加したものの、原子力発電設備工事および自家用火力発電設備工事が減

少したことにより、部門全体として減少し、47,592百万円（前年同期比1.2％減、構成比61.7％）となりました。

売上高は、原子力発電設備工事および製鉄関連設備工事が減少したものの、事業用火力発電設備工事および自家

用火力発電設備工事が増加したことにより、部門全体として増加し、52,329百万円（前年同期比4.8％増、構成比

58.3％）となり、セグメント利益は7,733百万円（前年同期比6.4％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

(イ) 資産

流動資産は、未成工事支出金が1,831百万円およびその他流動資産が4,273百万円増加したものの、現金預金が

13,423百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて6,668百万円減少し87,840百万円となりまし

た。

固定資産は、賃貸不動産が5,904百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて7,507百万円増加し

41,755百万円となりました。

(ロ) 負債

流動負債は、短期借入金が4,000百万円増加したものの、１年内償還予定の社債が3,400百万円およびその他流動

負債が3,604百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて2,934百万円減少し37,552百万円となりま

した。

固定負債は、長期借入金が1,287百万円減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べて1,086百万円減少し

14,069百万円となりました。
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(ハ) 純資産

純資産は、利益剰余金が4,627百万円増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べて4,859百万円増加し

77,973百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想等につきましては、2021年11月11日の「2022年３月期通期業績予想の修正に関するお知らせ」で公

表いたしました通期の連結業績予想に変更はありません。

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的である

と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 31,151 17,727

受取手形・完成工事未収入金 40,058 -

受取手形・完成工事未収入金及び契約資産 - 40,307

電子記録債権 6,480 6,893

未成工事支出金 16,002 17,833

材料貯蔵品 65 54

その他 754 5,027

貸倒引当金 △3 △4

流動資産合計 94,508 87,840

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 18,189 19,056

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,214 △10,578

建物・構築物（純額） 7,974 8,477

機械・運搬具 14,648 14,514

減価償却累計額 △10,489 △10,667

機械・運搬具（純額） 4,158 3,846

工具器具・備品 2,337 2,452

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,076 △2,156

工具器具・備品（純額） 261 295

土地 7,610 8,133

リース資産 298 420

減価償却累計額 △152 △214

リース資産（純額） 146 205

建設仮勘定 314 268

有形固定資産合計 20,466 21,226

無形固定資産

のれん 48 30

その他 371 323

無形固定資産合計 420 354

投資その他の資産

投資有価証券 9,427 10,084

長期貸付金 182 211

退職給付に係る資産 6 18

賃貸不動産 1,782 7,686

減価償却累計額 △785 △812

賃貸不動産（純額） 996 6,874

繰延税金資産 1,081 562

長期性預金 271 280

その他 1,608 2,380

貸倒引当金 △213 △238

投資その他の資産合計 13,362 20,174

固定資産合計 34,248 41,755

資産合計 128,757 129,595
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 10,485 8,380

電子記録債務 11,336 11,527

短期借入金 - 4,000

1年内償還予定の社債 4,400 1,000

1年内返済予定の長期借入金 1,685 1,685

リース債務 95 107

未払法人税等 1,561 784

未成工事受入金 4,088 -

契約負債 - 7,763

賞与引当金 967 294

役員賞与引当金 124 99

完成工事補償引当金 152 72

工事損失引当金 229 82

その他 5,361 1,756

流動負債合計 40,487 37,552

固定負債

社債 5,000 5,000

長期借入金 5,778 4,491

リース債務 125 147

繰延税金負債 1 2

退職給付に係る負債 3,939 3,957

役員株式給付引当金 109 109

役員退職慰労引当金 104 109

その他 97 252

固定負債合計 15,156 14,069

負債合計 55,643 51,622

純資産の部

株主資本

資本金 4,000 4,000

資本剰余金 4,917 4,917

利益剰余金 63,624 68,251

自己株式 △2,156 △2,157

株主資本合計 70,385 75,012

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,476 2,515

為替換算調整勘定 △225 △193

退職給付に係る調整累計額 △700 △588

その他の包括利益累計額合計 1,550 1,733

非支配株主持分 1,176 1,227

純資産合計 73,113 77,973

負債純資産合計 128,757 129,595
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（２）四半期連結損益及び包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 95,251 89,711

売上原価 81,320 76,431

売上総利益 13,931 13,279

販売費及び一般管理費 5,866 6,250

営業利益 8,064 7,028

営業外収益

受取利息 7 8

受取配当金 197 237

持分法による投資利益 152 101

固定資産賃貸料 158 183

為替差益 - 42

補助金収入 - 1,000

その他 186 812

営業外収益合計 702 2,385

営業外費用

支払利息 26 23

為替差損 95 -

固定資産賃貸費用 110 111

固定資産除却損 3 7

その他 67 53

営業外費用合計 303 195

経常利益 8,464 9,218

特別利益

固定資産売却益 96 1

特別利益合計 96 1

特別損失

固定資産売却損 18 -

固定資産除却損 - 0

投資有価証券評価損 0 53

ゴルフ会員権評価損 0 -

その他 - 0

特別損失合計 19 54

税金等調整前四半期純利益 8,542 9,164

法人税、住民税及び事業税 2,400 2,511

法人税等調整額 334 375

法人税等合計 2,735 2,886

四半期純利益 5,806 6,278

（内訳）

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,546 6,202

非支配株主に帰属する四半期純利益 260 76

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 586 38

為替換算調整勘定 2 11

退職給付に係る調整額 104 111

持分法適用会社に対する持分相当額 1 0

その他の包括利益合計 694 162

四半期包括利益 6,501 6,440

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 6,239 6,361

非支配株主に係る四半期包括利益 261 79
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

　

（会計方針の変更）

(「収益認識に関する会計基準」の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、工事契約に関して、従来は、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進

行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、一定の期間にわたり充足され

る履行義務については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり収益を

認識する方法に変更しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができないが、発

生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準により収益を認識しております。なお、契約にお

ける取引開始日から、完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約は、完全に履

行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は3,216百万円増加し、売上原価は3,365百万円増加し、営業利

益、経常利益および税金等調整前四半期純利益はそれぞれ149百万円減少しております。また、利益剰余金の当

期首残高は46百万円減少しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形・完成工事未収入金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形・完成工事未収入金及び契約資

産」に含めて表示し、また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「未成工

事受入金」は、第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することとしております。なお、収益認

識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法により組替え

を行っておりません。

(「時価の算定に関する会計基準」の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、これによる四半期連結財

務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報等）

前第３四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

比較増減
(△は減少)

セグメントの名称
金額

(百万円)
構成比率
(％)

金額
(百万円)

構成比率
(％)

金額
(百万円)

受
注
高

建設工事部門 37,377 43.7 29,526 38.3 △7,851

補修工事部門 48,183 56.3 47,592 61.7 △591

合計 85,560 100.0 77,118 100.0 △8,442

売
上
高

建設工事部門 45,319 47.6 37,381 41.7 △7,937

補修工事部門 49,932 52.4 52,329 58.3 2,397

合計 95,251 100.0 89,711 100.0 △5,540

受
注
残
高

建設工事部門 39,889 50.7 42,883 59.0 2,993

補修工事部門 38,741 49.3 29,812 41.0 △8,928

合計 78,631 100.0 72,696 100.0 △5,934

(注) １．建設工事部門は、火力、原子力発電設備や製鉄関係、環境保全、化学プラント等の設備据え付けや

改造工事等と、これらの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事他の施工、および各種プラ

ント設備の解体、廃止措置等の事業。

２．補修工事部門は、同上の各種プラント設備の定期点検、日常保守、修繕維持等の事業、および発電

事業。

（重要な後発事象）

(香港支店における資金の流出)

当社の香港支店におきまして、2022年１月上旬から中旬にかけて悪意ある第三者による虚偽の指示に基づき資

金を流出させる事態が発生していたことを確認いたしました。

当社は、資金流出後まもなく指示が虚偽であることを認識し、犯罪に巻き込まれた可能性が高いと判断し、対

策本部を編成のうえ、現地の捜査機関に対して被害の届け出を行いました。当社は現在、捜査に全面的に協力す

るとともに、流出した資金の保全および回収に向けた手続に全力を尽くしております。現時点で確認されている

資金流出総額は734百万円であり、回収可能額を含めた最終的な損失見込額は現時点で確定しておりません。

なお、本事案に伴い発生する損失につきましては、第４四半期連結会計期間において特別損失として計上する

予定であります。

　


